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平成23年11月29日

報道関係者 各位 【照会先】

第二部会担当審査総括室

審査官 池 田 稔

（直通電話） 03-5403-2168

阪急トラベルサポート不当労働行為再審査事件

（平成23年(不再)第５号）命令書交付について

中央労働委員会第二部会（部会長 菅野和夫）は、平成23年11月29日、標記事件に関する命令書を

関係当事者に交付しましたので、お知らせします。

命令の概要は、次の通りです。

【命令のポイント】

～ 登録派遣添乗員Ａが取材に応じた雑誌記事が会社の名誉を毀損したとして、会社がＡに添乗業務

の割り振りを停止したこと（アサイン停止）は不当労働行為に当たるとした事案 ～

会社の登録派遣添乗員であり、組合支部執行委員長でもあるＡの雑誌取材への対応は、労働

組合の正当な行為とは言えないが、掲載記事が会社の名誉を毀損したとして会社が行ったアサ

イン停止には相当性に疑問がある。また、アサイン停止が性急に行われていることからすると、

支部の中心的な存在であるＡに解雇と同視し得る措置を課し、Ａを会社から排除することによ

って組合活動を減退させようとしたものと推認でき、不当労働行為に当たる。

Ⅰ 当事者

再審査申立人 ： 株式会社阪急トラベルサポート（「会社」）（大阪市北区）

従業員550名（平成21年４月現在）

再審査被申立人 ： 全国一般労働組合全国協議会東京東部労働組合（「本部」）（東京都葛飾区）

組合員約850名（平成21年５月現在）

同 ＨＴＳ支部（「支部」）（東京都葛飾区）

組合員９名（平成21年５月現在）

支部の執行委員長Ａ

Ⅱ 事案の概要

１ 会社に登録する派遣添乗員であるＡは、Ｂ誌の取材に応じたところ、Ｂ誌に同取材による記事

（本件雑誌記事）が掲載され、同記事は組合ブログに紹介された。会社は、これら記事が事実に

反し、会社の名誉を毀損し会社の業務を妨害するものであるとして、Ａに対しＢ誌及び組合ブロ

グに訂正記事の掲載などを求めるように要求し、Ａがこの要求を拒否したことから、Ａを本件ア

サイン停止とした。

本件は、①本件アサイン停止及び②本件アサイン停止に関する団体交渉に組合らが求めるＢ誌

の出版会社代表者の同席を拒否したことが不当労働行為に当たるとして救済申立てがあった事件

である。

２ 初審東京都労委は、①本件アサイン停止が不当労働行為に当たるとして、会社に対し、Ａの添

乗業務への復帰及びＡが本件アサイン停止から添乗業務復帰までの間に受けるはずであった賃金

相当額の支払、②上記①に係る文書交付を命じ、③その余の申し立てを棄却したところ、会社は

上記救済部分を不服として再審査を申し立てた。

中央労働委員会
 Central Labour Relations Commission,JAPAN
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Ⅲ 命令の概要

１ 主文

上記初審命令主文①及び②をそれぞれ、「①本件アサイン停止を解除し、Ａを会社の登録派遣

添乗員として取り扱うこと」、「②Ａが派遣添乗員として就労していたならば受けるはずであった

１年間分の賃金相当額を支払うこと」に変更。

２ 判断の要旨

(1) 本件アサイン停止は不当労働行為になり得ないとの会社の主張について

会社は、Ａは派遣の都度雇用関係が生じる登録型派遣労働者であり、アサインを受ける権利を有し

ないなどとして、本件アサイン停止は不当労働行為に該当する余地はないと主張する。

しかしながら、会社とＡの関係は、派遣添乗ごとの短期労働契約が長期間にわたり専属的かつ継続

的に繰り返されてきたものであるなど、常用型の派遣に近似した関係があり、会社は同期間も含め労

働組合法第７条が適用される使用者であったとみることができるから、本件アサイン停止は、会社と

Ａの間に存在してきたこのような関係を切断する措置として、不当労働行為に該当し得るものである。

(2) 本件アサイン停止について

ア 本件雑誌記事中の「同僚３人が仕事が原因で体調を壊し亡くなった」との記載は、Ａの発言がも

とで記載されたものであり、ＡのＢ誌の取材に対する対応は、会社の派遣添乗が極めて過酷なもの

との印象を与えるもので、会社の名誉・信用を相当程度毀損するものであったと推認できるから、

組合活動として正当化されるものではない。また、Ａが訂正記事の掲載を拒否し、会社の名誉毀損

の拡大の回避、会社の名誉回復の措置をとらなかったことも労働組合の正当な行為といえるもので

はない。よって、本件アサイン停止は、Ａの正当な組合活動の故の不利益取扱いとはいえない。

イ 会社の派遣添乗員のアサイン停止事例をみると、業務に関し又は業務中に、本人自らが行ったこ

とに対し措置が行われたものであるが、本件アサイン停止は、自ら執筆した記事に対する責任が問

われたものではない。また、これまでＡに非違行為があり、Ａに注意・指導が行われたり、懲戒処

分などが行われたりしたことをうかがわせる事情は認められないのであるから、Ａに対する本件ア

サイン停止の相当性には疑問がある。また、会社は、本件アサイン停止を通告した際に行った事情

聴取（本件事情聴取）以外にＡに事情を聴取し、釈明や是正を求めるなどの措置をとった形跡はう

かがわれず、本件事情聴取においても、Ａが謝罪や訂正記事の掲載を拒否すると直ちに「抗議文」

を示し、会社の就業規則で定められた解雇と事実上同視できる本件アサイン停止を通告している。

以上によれば、本件アサイン停止は、その措置内容としての相当性に疑問があり、また、慎重か

つ的確な手続をとることなく性急に行っているといわざるを得ない。

ウ 支部は、みなし労働時間制の適用ないし未払残業代の支払をめぐって、会社と厳しく対立してい

たが、会社は、支部の委員長としてこれら活動の中心的存在として重要な役割を担っていたＡを快

く思っていなかったことは当然に推認される。

エ 以上を総合勘案すると、本件アサイン停止は、みなし労働の撤廃などを掲げて活動する支部の中

心的な存在であるＡに対し、解雇と同視し得る措置を課し、Ａを会社から排除することにより、組

合の組合活動を減退させようとして行われたものと推認でき、労組法第７条第３号の不当労働行為

に該当する。

(3) 救済方法について

本件アサイン停止は、不当労働行為に当たるが、Ａには一定の処分ないし措置が行われてもやむを

得ない事情が認められ、また、Ａの派遣添乗の実現は会社のみでなし得ることではない。よって、本

件救済にあっては、会社に対し、主文（上記１参照）のとおり命じることが相当である。

【参考】

初審救済申立日 平成21年５月22日（東京都労委平成21年(不)第46号）

初審命令交付日 平成23年２月４日

再審査申立日 平成23年２月16日


